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羽曳野市 大阪狭山市 太子町 河南町 千早赤阪村

沿革 １９59（昭34）．1 市制施行
（昭３１～３３：南大阪町
昭３１以前：古市町・高鷲町・丹比
村・埴生村・西浦村・駒ヶ谷村）

１９87（昭62）．1 市制施行
（昭26～61：狭山町
昭６～25：狭山村
昭6以前：狭山村、三都村）

１９５６（昭31）．9 合体・町
制施行
（磯長村・山田村）

１９５６（昭31）． 9 合体・町
制施行
（石川村・白木村・河内村・中
村）

１９５６（昭31）．9 合体
（千早村・赤阪村）

行政区域面積
(２０２4.3.31)

26.45k㎡ 11.92k㎡ 1４.１７k㎡ 25.26k㎡ 37.3k㎡

人口
(2020国調)

108,736人 58,435人 １３,００９人 15,697人 4,909人

人口の将来推計
(2023社人研)

2050年 73,479人 2050年 47,801人 2050年 8,141人 2050年 9,989人 2050年 2,045人

産業構造
(2020国調)

第一次 第二次 第三次
1.0％ 23.8％ 70.9％

第一次 第二次 第三次
0.9％ 19.2％ 76.2％

第一次 第二次 第三次
3.3％ 25.5％ 66.9％

第一次 第二次 第三次
４.6％ 26.1％ 64.2％

第一次 第二次 第三次
７.5％ 24.6％ ６6.0％

小・中・義務教育
学校

（市立）高鷲北小、高鷲小、白鳥
小、古市小、恵我之荘小、高鷲南
小、羽曳が丘小、古市南小、丹比
小、埴生南小、西浦小、駒ヶ谷小、
西浦東小・高鷲中、峰塚中、誉田
中、高鷲南中、河原城中、はびき
の埴生学園

（市立）東小、西小、南第一
小、南第二小、南第三小、
北小、第七小・狭山中、南
中、第三中

（町立）磯長小、山田小・町
立中

（町立）近つ飛鳥小、かな
ん桜小・町立中

（村立）赤阪小、千早小吹
台小・村立中

高校 府立懐風館高 府立狭山高 私立上宮太子高 ー ー

大学 四天王寺大学、大阪公立大学 近畿大学 ー 大阪芸術大学 ー

鉄道駅(※) 古市駅、恵我ノ荘駅、駒ケ谷駅、
上ノ太子駅、高鷲駅

金剛駅、大阪狭山市駅、狭
山駅

上ノ太子駅、喜志駅 富田林駅、喜志駅 富田林駅

特徴 •河内平野の中にある豊かな自
然と歴史的名所に恵まれた街。

•世界文化遺産「応神天皇陵古
墳」など、大小さまざまな古墳
が点在し、ぶどう等、果物の生
産が盛ん。

•日本最古のため池である
狭山池に代表される豊か
な水と古い歴史と文化が
息づく水と緑豊かな街。

•狭山池北堤での桜まつり
や100年以上生産が続く
大野ぶどう等、文化・資源
が豊富。

•豊かな緑と歴史につつま
れた町。

• 「王陵の谷」として多くの
古墳が所在し、石器の材
料となったサヌカイトを産
出する二上山や、「日本最
古の官道」竹内街道など
文化・資源が豊富。

•山地、丘陵地、段丘地か
らなり、町域の3分の1の
山地部が金剛生駒紀泉国
定公園に指定され自然が
豊かな他、古墳、遺跡な
ど文化・資源が豊富。

•ナス、キュウリや観賞用樹
(植木)の栽培が盛ん。

•府唯一の村。
•金剛山を有する金剛生駒
紀泉国定公園や「楠木正
成」ゆかりの神社や史跡
が点在し、文化・資源が
豊富。

(※)公共バスで役場と連絡する近隣駅を含めて記載。
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富田林市 河内長野市 松原市 羽曳野市 藤井寺市 大阪狭山市 太子町 河南町 千早赤阪村

消防 大阪南消防組合（富田林市、河
内長野市、柏原市、羽曳野市、
藤井寺市、太子町、河南町、千
早赤阪村）

単独 大阪南消防組合（富田林市、河
内長野市、柏原市、羽曳野市、藤
井寺市、太子町、河南町、千早赤
阪村）

委託
（堺市）

大阪南消防組合（富田林市、河内長野市、柏原市、
羽曳野市、藤井寺市、太子町、河南町、千早赤阪村）

水道
（企業団統合）

R7 単独 単独 単独
（R9に向けて
検討、協議中）

R3 R3 H29 R3 H29

ごみ処理
※収集・運搬は単
独で実施

南河内環境事業組合（富田林
市、河内長野市、大阪狭山市、
太子町、河南町、千早赤阪村）

大阪広域環境
施設組合（大
阪市、八尾市、
松原市、守口
市）

柏羽藤環境事業組合（柏原市、
羽曳野市、藤井寺市）

南河内環境事業組合（富田林市、河内長野市、大阪狭山市、太子町、
河南町、千早赤阪村）

し尿 南河内環境事
業組合（富田
林市、大阪狭
山市、太子町、
河南町、千早
赤阪村）

単独 単独 柏羽藤環境事業組合（柏原市、
羽曳野市、藤井寺市）

南河内環境事業組合（富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千
早赤阪村）

小児診療 南河内南部広域小児急病診療
事業（運営委員会を設置し運営、
各団体が負担金を拠出）

南河内北部広域小児急病診療事業
（運営委員会を設置し運営、各団体が負担金を拠
出）

南河内南部広域小児急病診療事業
（運営委員会を設置し運営、各団体が負担金を拠出）

休日診療 受託
（太子町、河
南町、千早赤
阪村）

単独 ー 単独 単独 単独 委託
（富田林市）

委託
（富田林市）

委託
（富田林市）
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各年国勢調査

1１.５

羽曳野市

一般市平均町村（地方交付税不交付団体を除く）羽曳野市

▲24.8％

2023年社人研推計

1０.９

７.3

1１.９

・羽曳野市の総人口は、1990年から2020年にかけ、５.５％の減少だったが、生産年齢人口については、24.8％の減少となった。
・2050年にかけての推計では、総人口の減少もさることながら、生産年齢人口はそれ以上のペースで減少していくことが予想されている。
・財政力指数については、1990年の0.77から2024年の0.5７と、26.0％の低下となっている。
・扶助費の増加傾向については、多くの府内市町村と同様である。
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人口ピーク
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（万人）
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5.4

大阪狭山市

一般市平均町村（地方交付税不交付団体を除く）大阪狭山市

▲16.7％

2023年社人研推計

5.8 4.8

・大阪狭山市の総人口は、1990年から2020年にかけ、７.６％の増加だったが、生産年齢人口については、16.7％の減少となった。
・2050年にかけての推計では、総人口の減少もさることながら、生産年齢人口はそれ以上のペースで減少していくことが予想されている。
・財政力指数については、1990年の0.84から2024年の0.64と、23.8％の低下となっている。
・扶助費の増加傾向については、多くの府内市町村と同様である。
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人口ピーク
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（万人）
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各年国勢調査

1.1

太子町

一般市平均町村（地方交付税不交付団体を除く）太子町

▲2.2％

2023年社人研推計

1.3

0.8

1.4

・太子町の総人口は、1990年から2020年にかけ、20.4％の増加だったが、生産年齢人口については、2.2％の減少となった。
・2050年にかけての推計では、総人口の減少もさることながら、生産年齢人口はそれ以上のペースで減少していくことが予想されている。
・財政力指数については、1990年の0.43から2024年の0.45と、4.6％の上昇となっている。
・個人住民税収入額は、聖和台地区開発による人口増等により増収傾向にあるものの、扶助費は多くの府内市町村と同様に増加傾向となっている。
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（万人）
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各年国勢調査

1.5

▲17.1％

2023年社人研推計

1.8
1.6

1.0

・河南町の総人口は、1990年から2020年にかけ、7.6％の増加だったが、生産年齢人口については、17.1％の減少となった。
・2050年にかけての推計では、総人口の減少もさることながら、生産年齢人口はそれ以上のペースで減少していくことが予想されている。
・財政力指数については、1990年の0.55から2024年の0.42と、23.6％の低下となっている。
・個人住民税収入額の減収傾向と、扶助費の増加傾向については、多くの府内市町村と同様である。

河南町
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人口ピーク

71.2%

44.5%

8.3 8.4 8.3

6.9

8.2
7.9

7.4 7.2

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2023

（億円） 個人住民税収入額

個人住民税 歳入総額に占める割合

▲13.5％

0.55

0.53
0.49

0.53

0.52

0.45 0.45
0.42

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2024

財政力指数

一般市平均町村（地方交付税不交付団体を除く）河南町

0.9

2.3 1.9
2.9

5.2

7.5

10.6

14.5

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2023

（億円） 扶助費支出額

扶助費 歳出総額に占める割合



0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

0.1 0.1 
0.1 

0.1 
0.1 

0.1 0.1 
0.1 

0.2 
0.2 

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

人口推移と推計

生産年齢人口 年少人口 高齢者人口 年齢不詳 生産年齢人口割合
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0.8

0.5

0.2

2023年社人研推計

・千早赤阪村の総人口は、1990年から2020年にかけ、35.6％の減少だったが、生産年齢人口については、56.5％の減少となった。
・2050年にかけての推計においても、総人口、生産年齢人口ともに大幅な減少が予想されている。
・財政力指数については、1990年の0.41から2024年の0.24と、41.5％の低下となっている。
・個人住民税収入額の減収傾向と、扶助費の増加傾向については、多くの府内市町村と同様である。

▲56.5%

（万人）

千早赤阪村
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人口ピーク
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（億円） 個人住民税収入額

個人住民税 歳入総額に占める割合

▲54.2％
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一般市平均町村（地方交付税不交付団体を除く）千早赤阪村
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